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解禁日ご協力のお願い
ニュースのワイヤー送信やウェブサイト掲載をはじめとするメディア使用の解禁日時

日本時間: 2004年11月17日（水）午前2時 （新聞は同日朝刊から解禁）

米国東部標準時間： 2004年11月16日（火） 正午 （協定世界時午後5時） 
世界銀行報告書「世界経済見通し 2005」、地域貿易協定のあり方を提唱

貿易の流れをゆがめることなく、

貧困削減に貢献し得る貿易促進のための協定を

途上国の経済成長率が 30年ぶりの最高水準を達成すると推測

2004年11月16日、ワシントン — 世界銀行は本日発表した最新の報告書「世界経済見通し2005」の中で、地域貿易協定（RTA）の件数が1980年代の6倍にまで伸び､今や世界貿易の3分の1以上を占めるようになっていることを踏まえ、二国間／域内貿易協定締結にあたっては、引き続き「オープン」であることを心がけ、貿易の流れをゆがめたり、市場にひずみをもたらしたりして他の途上国を不利な立場に追いやることのないようにと提言している。 

本報告書は、南北二国間自由貿易協定や南南特恵的協定などの地域貿易協定は、貧困削減の歩みを加速する可能性があるが、そのためには途上国が、単独、多国間、域内の3レベルいずれの貿易においてもそうした協定を貿易自由化戦略に取り入れることが前提となるとしている。
「世界経済見通し2005：貿易・地域主義・開発」の発表にあたり、世界銀行開発経済担当上級副総裁兼チーフエコノミスト、フランソワ・ブルギニヨンは「地域貿易協定は、保護貿易でない場合にのみ途上国に一定の恩恵をもたらすことができる」と 述べた。「ただし、一部の国のみを優先させると他の国を不利な立場に追いやることになる。どんな協定もほぼ例外なく非当事国にはマイナスになる。そうならないためには、市場をさらに広く開放するのが最も効果的だ」  

国際市場の開放に向けて、世界貿易機関（WTO）のドーハ開発アジェンダの交渉が進められているが、その実現によりすべての途上国が大きな恩恵にあずかれるはずだと同報告書は述べている。   

「農業市場を開放し富裕国の補助金を撤廃させるには多国間協定締結しかない」とブルギニヨンは言う。「そうした改革が貧困国にとって決定的に重要であるにもかかわらず、地域貿易交渉の場でとり上げられていない」
途上国の経済成長率は30年ぶりの最高水準6.1％を達成後、減速の見通し 

同報告書では、地域貿易協定の分析に加えて、世界経済の展望として、途上国が2004年に1974年以来の成長率を達成する可能性が高いとしている。具体的には、2001－02年の景気減速からの堅調な回復と世界的に好調な景気を受けて、6.1％の成長率を記録するだろうと予測している。世界的にみても2004年の経済成長は4.0％と力強く伸びているが、2005年と2006年には3.2％に減速するものと同報告書は予測している。途上国だけを取ってみても、経済成長は2004年の6.1％から2005年には5.4％、2006年には5.1％とそれぞれ減速するとみられる。
2005年、東アジアでは、幾分ペースが鈍るものの引き続き他の地域を上回り、7.1％の経済成長率を記録するだろう。僅差で 続く南アジアでは6％の成長率がみこまれている。中国では、経済過熱を避けようとの政府の取り組みが効を奏して、成長のスピードがわずかながら鈍化するだろう。東アジア諸国は今年、中国の輸入需要が30％も膨らみその恩恵にあずかったが、やはり景気減速がみこまれている。ロシアおよび中東・北アフリカ地域の産油国は、2004年に原油価格高騰が追い風となった。2005年に原油価格は下落するものの、成長率はほぼ横ばいとなるとみられる。  

	Global GDP projections, 2004-2006年の世界GDP推定値
	
	
	
	

	成長率
	2000
	2001
	2002
	2003
	2004
	2005
	2006

	世界
	4.0
	1.5
	1.7
	2.7
	4.0
	3.2
	3.2

	高所得国
	3.7
	1.1
	1.3
	2.1
	3.5
	2.7
	2.7

	OECD諸国
	3.6
	1.2
	1.3
	2.0
	3.5
	2.6
	2.6

	米国
	3.7
	0.8
	1.9
	3.0
	4.3
	3.2
	3.3

	日本
	2.8
	0.4
	-0.3
	2.5
	4.3
	1.8
	1.6

	ユーロ圏
	3.7
	1.6
	0.9
	0.5
	1.8
	2.1
	2.3

	非OECD諸国
	7.7
	-0.9
	2.2
	3.1
	5.9
	4.6
	4.4

	
	
	
	
	
	
	
	

	途上国すべて
	5.2
	2.9
	3.4
	5.2
	6.1
	5.4
	5.1

	東アジア大洋州地域
	7.2
	5.6
	6.7
	7.9
	7.8
	7.1
	6.6

	ヨーロッパ・中央アジア地域
	6.7
	2.8
	4.6
	5.9
	7.0
	5.6
	5.0

	ラテンアメリカ・カリブ海地域
	3.7
	0.3
	-0.6
	1.6
	4.7
	3.7
	3.7

	中東・北アフリカ地域
	3.1
	3.4
	3.2
	5.7
	4.7
	4.7
	4.5

	南アジア地域
	4.2
	4.7
	4.6
	7.5
	6.0
	6.3
	6.0

	サハラ以南のアフリカ地域
	3.3
	3.0
	3.1
	3.0
	3.2
	3.6
	3.7

	中国とインドを除いた途上国全体
	4.7
	1.6
	2.1
	3.8
	5.4
	4.6
	4.3

	出典：世界銀行
	
	
	
	
	
	
	

	注：実質（1995年基準） GDP
	
	
	
	
	
	
	


構造改革への投資が実を結び始めれば、途上国の成長率は中長期的に1990年代の2倍に迫る可能性があると同報告書は予測している。マクロ経済の安定性が持続的に改善され、競争の機会に対する資金流入の柔軟性が高まると同時に、投資環境が改善され、貿易障壁の撤廃がさらに進み、また移行経済国の歩みに引き続き進歩がみられれば、途上国は2006年から2015年までの間に国民一人あたり年間平均成長率3.4％を達成できるはずだ（1990年代には2％未満）。世界規模での、また国別のリスクの影響を受ける可能性はあるものの、実際に3.4％の成長率を記録できれば、サハラ以南のアフリカ地域を除くすべての地域において、「2015年までに貧困層の数を半減させる」という、8つあるミレニアム開発目標の1つめに掲げられた目標が達成されるだろう。  

ただし、こうした堅調な成長を達成していない国も存在し、その傾向は特にアフリカ諸国において著しいと同報告書は警告している。また、上記の明るい見通しも、原油価格の高騰や変動、米経常赤字と財政赤字の調整に伴う金利の急騰、急成長する中国経済を鈍化させようとの試み失敗といったリスクを抱えている。ただし、同報告書は、そうしたリスクも手におえない状態にまで発展するとは考えられないと前向きにとらえている。特に東アジアおよび南アジアに顕著な途上国の急成長により、貧困削減の歩みにはめざましい進展がみられる一方で、一部の国は取り残されたままで状況は深刻だ。
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「開かれた地域主義」で単独および多国間での貿易改革を補完し、市場アクセスの拡大を。 

同報告書によると、地域貿易協定は、単独および多国間での貿易戦略を補完し、国内改革プログラムを確立させて競争力を高め貧困削減に貢献することで最大の効果を上げることができる。
「貿易自由化の大半、つまり1983年以降の平均関税率引き下げのうち約3分の2は、単独での政府改革プログラムにより実現した。各国とも自国の経済の効率化を望んでいるのだ」と、世界銀行開発予測局長兼国際貿易グループのユリ・ダドューシュは述べた。 

「チリや中国、また最近ではインドやエジプト、マダガスカルなど、いずれの国の政府も貿易障壁を取り除いて輸入品に対する競争力を高め、輸入拡大に伴うテクノロジーの流入を増やし、生産性を高めようとしている」とダドューシュは言う。「その結果、輸出が刺激され成長が促進される。その過程において貿易相手にもグローバル貿易あるいは域内貿易の一環として同じようにさせることができれば、輸出国にとって国際市場でのアクセスが拡大することになり、貧困削減の可能性が高まる」   

同報告書は、地域貿易協定において開発促進のためにきわめて重要な構成要素として、貿易障壁の撤廃、国際競争の推進、原産地規制の撤廃、セクター単位での例外や除外商品の件数抑制、サービス市場のさらなる開放を挙げている。地域貿易協定が効果的に機能すれば、域内の政治的緊張を和らげ、インフラ提供にあたりスケール・メリットを利用でき、国際貿易促進のための共同プログラムにつながり得る。
成功した事例としては、北米自由貿易協定（NAFTA）、欧州連合と東欧諸国との協定、さらにASEAN自由貿易地域など多岐にわたるが、いずれの協定にもまだ改善の余地が残っている。実際、難しい統合にもかかわらず世界でも最も成功を収めた欧州連合は、徐々に、またときにはより大規模な統合に向かって進化を続けて現在にいたっている。
「南北二国間協定と南南協定のどちらも、例外なく高い評価を受けているわけではない」と世界銀行経済顧問で同報告書の執筆責任者であるリチャード・ニューファーマーは述べた。「米国と欧州連合との協定は完全な自由貿易となっていない場合が多い。農業分野など扱いの難しいものを対象外としたり、市場アクセスを否定してしまう原産地規制を採用したりしているからだ。商品の貿易の場合、南南協定の方が自由度が高いこともあるが、その傾向がサービス分野にまで拡大されることはまずないし、実行段階でつまづくことも多い。その上、労働者の一時的な移住の機会をもたらす協定はほとんどない」    

国家間の貿易障壁が低い地域ほど、事業の多角化や、製造業におけるグローバルな生産チェーンの登場を利用するのに成功していると､同報告書は指摘している。たとえば、関税率が最も低い東アジア地域では、域内貿易の対GDP比が最も高い。ソビエト連邦の崩壊以降グローバル市場への経済統合のための改革を進めて来た東欧諸国も大きな遅れはとっていない。そしてラテンアメリカ諸国は、かつての輸入代替的工業化政策を改め、競合国に市場を開放しグローバル市場への統合を図った結果、域内貿易が大きく活性化した。
中東・北アフリカ地域および南アジア地域においては、他の地域に比べて最恵国待遇（MFN）の自由化が遅れており、関税水準が高いままとなっている。そこに域内の紛争も加わって、これらの地域では貿易を通じたつながりの妨げとなっている。一方、インドとパキスタンの関係改善は、地域統合を進め開発推進の機会を開くものである。南アジア自由貿易地域は市場のさらなる開放のために戦略の一環として機能する可能性はあるものの、そのためには、世界の他の地域における協定の失敗事例から教訓を得ることが前提となる。 

地域貿易協定が「オープン」なものであれば、国際的な自由化に貢献できるだろうと同報告書は主張している。関税改革を共同で進めれば、ときとして関税よりも厄介な貿易コストの削減につながり得るのだが、実際には遅々として実現できないことが多い。 

「南アフリカ共和国とジンバブエの国境では関税撤廃が遅れており、今だに南アフリカから遠く米国に輸出するのと同じだけコストがかかる」とニューファーマーは述べた。「オーストラリアからモスクワにワインを輸出する方が、隣接しているに近いモルドバからモスクワに輸出するよりも安い。保護貿易主義によりウクライナを経由するためのコストがモルドバ産ワインの価格をつり上げているからだ。モルドバとウクライナの間には貿易協定があるにもかかわらずである
世界銀行では今年から新しく、インタラクティブ機能を備えた、同報告書専用のウェブサイトProspects for the Global Economy（www.worldbank.org/globaloutlook
）を立ち上げた。地域別の傾向や各地域の市況商品価格についてさらに詳細な情報が掲載されている他、特定された対象について詳細な情報を表示する機能が搭載されている。





####


ジャーナリストの方々は、解禁前に下記のオンライン・メディア・ブリーフィング・センター（OMBC）より報告書をご覧頂けます。

http://media.worldbank.org/secure/gep2005
OMBCへアクセスするパスワードをまだ取得されていないジャーナリストの方は、下記ウェブサイトでお申込下さい。

http://media.worldbank.org/

本報告書および関連資料は、解禁後直ちに下記ウェブサイトで一般公開されます。記事中に本アドレスを書いて頂けると幸いです。

http://www.worldbank.org/prospects/gep2005

開発見通しグループが11月16日に新たなウェブサイトを開設しました。

http://www.worldbank.org/prospects
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